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１ はじめに

―高校水産教育における昭和期と平成期の断層―

Ａ 脱水産化する水産高校

平成期初頭，ある水産庁の研究者が水産高校の実習
船を調査に利用したとき，実習の一環としてその調査

に参加した水産高校生徒に将来の漁業就職希望を問う
たところ，ひとりも手を上げなかったという１）。水産
高校で漁業後継者が育っていないことに直面して，こ
の水産学研究者は高校水産教育のあり方に懸念を示し
ていた。この時期，水産高校でも校名を「海洋高校」
などへの改称が始まっていた。こうした動きは全国
いっせいにというよりも，１９９０（平成２）年に京都府
立水産高校が京都府立海洋高校に改編して以降，つま
り平成期以降に確実に進んでいる（表１）。１９８８（昭
和６３）年に４０校（水産課程実施５４校）を数えた水産高
校も，２０１０（平成２２）年４月現在で１７校（水産課程実
施４５校）になった。
昭和期には起きなかった「脱水産」ともいえるこれ

ら水産高校の改称・改編について高校水産科教員に直
に問うても，「少子化による影響」，「時代の背景」あ
るいは「水産よりも広く意味を捉えて海洋へ」と応え
てくる。しかし教育内容そのものから「水産離れ」も
図られているのだ。２００９年改訂公示の新「高等学校学
習指導要領」では，これまで「水産生物」「水産基礎」
「水産食品製造」と称していた科目が，「海洋生物」

The Real State of Affairs of the Fishery Education of High School at the Showa Era

―About the Concept “Successor for Fishery”―

Hiroshi NAKANO

The fishery education of high school in Japan made the successor promotion for fishery an important purpose at the Showa era.
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「水産海洋基礎」「食品製造」など「水産」を「海洋」
に置き換えたり，「海洋」を付したり，「水産」を外し
たりする改訂が示されている２）。校名改称で始まった
事象が，教科の柱である科目名改称にまで拡大してい
るのだ。水産課程実施校の括りも関係者の間では「水
産・海洋系高校」と称するようになってきた。こうし
た水産と海洋を併記する動向は，教育行政サイドから
のトップダウンというよりも教育現場と教育行政の協
調関係の中で進展している。それゆえ関係者は一様に
「海洋」という言葉をキーワードに，高校水産教育の
「未来」を語るが，前述の如く抽象的に語るにすぎな
い。それゆえ，これからの高校水産教育が「海洋教育」
を目指すとしても，看板替えにすぎず，その姿は具体
的に見えてこない。これまで為されてきた高校水産教
育の検証が十分になされてきていないから，こうした
事態が生じているのではなかろうか。まずは昭和期に
教育営為としての成立を得た高校水産教育の実相を明
らかにすることが必要であろう。
高校水産教育については旧文部省や高校水産教育関

係者による歴史的変遷や様々な問題を指摘した論考は
少なくはない３）。教育学研究でも影山昇（２０００）は学
習指導要領改訂とともに整備が進む高校水産教育を簡
明にまとめている４）。また佐々木貴文（２００７）は，１９７３
（昭和４８）以降から昭和末期まで普通科生徒が増大す
るにもかかわらず，水産科生徒数は減少傾向にあるこ
とを示して，そこに高校水産教育の萎縮を決定付ける
「１５年問題」があると指摘した５）。両者はそれぞれに
高校水産教育の史的概要を記そうとしているが，前者

は学習指導要領改訂に沿った高校水産教育の発展史の
域を出ず，後者は高校水産教育を生徒数減少という事
象でひと括りにして語るに留まってしまっている。

Ｂ 本研究の目的

冒頭に記した水産研究者の水産高校生観が示すよう
に，高校水産教育は漁業後継者育成のためにあると思
われてきた。だが実は水産という営為は，経済面では
漁業という生産活動だけでなく，消費者への水産物の
提供までが含まれる。しかも水産生物の生産環境とな
る海洋圏・陸水圏の環境研究や基礎的な自然科学研究
すらも「水産」という概念の範疇に入いる。高校水産
教育はその概念が具現化した教育と捉えるべきだろ
う。しかも前述したように，水産高校卒業生が漁業就
業を目指さなくなっていると同時に，水産高校の校名
からは「水産」が排除されている傾向がある。それで
も，多くの水産高校が昭和期に教育目標として「漁業
後継者育成」を掲げてきた。多様な側面を持つ水産と
いう営為の中で，そもそも高校水産教育が語ってきた
「漁業後継者」とはなにを意味しているのだろうか。本
稿では戦後から昭和期末までの高校水産教育諸相の歴
史的検証を通じて，高校水産教育がその育成を役割と
して掲げてきた「漁業後継者」という概念の実相に迫
ることにした。

２ 昭和期高校水産教育の諸相

Ａ 旧制水産学校と新制高校の間

―中等水産教育における断絶と継続―

１）敗戦から新制高校創設まで

―国策を期待される中等水産学校―

歴史的には，１９０１（明治３４）年の「水産学校規定」
をもって，戦前期に中等水産教育は成立した。太平洋
戦争敗戦後の GHQ先導の教育改革によって水産教育
も旧制水産学校教育から新制高校教育となる。いわば
太平洋戦争敗戦前後に断絶が制度という形で挿入され
ることになるが，敗戦直後にも旧制水産学校が新設さ
れていた。敗戦を迎え，日本国内の食糧不足は深刻化
していた。そのため「国や都道府県も水産振興策を立
て，漁獲振興や教育機関の拡充を図った」のであっ
た６）。このわずかな期間に４つの県が水産学校を新設
していた７）。それらの設置理由の第一義に食糧増産へ
の貢献という役割が期待されていた。戦前期の旧制水
産学校は「地域振興」を目的に設置されたところが多
い８）。敗戦後の旧制水産学校創設も，山形県の場合の

表１ １９９０年代における水産高校の改称・改編

改称年度 旧 校 名 改 称 名

１９９０（平成２）年 京都府立水産高校 海洋高校

１９９２（平成４）年 熊本県立水産高校 苓洋高校

同 上 沖縄県立宮古水産高校 翔南高校

１９９３（平成５）年 茨城県立那珂湊水産高校 海洋高校

同 上 新潟県立能生水産高校 海洋高校

同 上 大分県立大分水産高校 海洋科学高校

１９９４（平成６）年 宮城県立気仙沼水産高校 向洋高校

同 上 宮崎県立水産高校 宮崎海洋高校

１９９５（平成７）年 福島県立小名浜水産高校 いわき海星高校

１９９６（平成８）年 秋田県立船川水産高校 海洋技術高校

１９９７（平成９）年 高知県立室戸水産高校
高岡高校水産課程
清水高校水産課程

高知海洋高校
（３校統合）

（各高校の「学校要覧」等による）

２ 東京大学大学院教育学研究科紀要 第５０巻 ２０１０



ように米どころではあるがタンパク質供給源不足とい
う地域事情により，県当局が水産資源開発・確保の技
術者養成のために水産学校設置に動いた９）。「地域貢
献」として食糧増産を目指していたとしても，食糧増
産は国策的課題であった以上，文部行政から水産学校
設立認可が許可される段階で，その「地域貢献」は「国
策貢献」という精神性にも還元される。この精神性は
戦前に由来するものにほかならず，戦中から戦後の中
等水産教育に引き継がれていたのであった。

２）高校３原則と新制高校の水産教育

―「例外扱い」の始まり―

１９４７（昭和２２）年，「小学区制」「男女共学制」「総
合制」という高校３原則に拠る新制高校教育が開始さ
れる。ところが高校水産教育はこれに対応しきれな
い。新制度導入時，３７の旧制水産学校が新制高校と
なった。うち１８校が「水産高校」という名の単独校，１９
校が総合高校となる。１８の水産高校が誕生した事情に
ついて，「長期にわたる漁業乗船実習や製造実習等の
ため，共学の面で他の課程との円滑な連絡がむずかし
く，総合制の長所より，むしろ水産教育の特殊性の方
が重要であるとの見解のもとに単独の水産高等学校と
して発足したものとがあった」と認識されている１０）。
つまり高校水産教育にはその始まりから「特殊性」す
なわち「例外」という認識が挿入されていた。１８校の
水産高校は１９５４（昭和２９）年には３５校に増える（総合
制１６校）１１）。その理由は，「水産の学科においては，長
期にわたる乗船実習や現場実習が重要であり，更に特
殊な施設・設備を必要とするほか教職員の勤務態様な
ども複雑であるなど学校運営上などの不都合が見ら
れ，数年にして単独校に復帰するものが多かった」と
分析されている１２）。旧制水産学校から総合高校となっ
た１９校のうち１２校が水産高校に復帰していた１３）。早く
も高校水産教育は「総合制」という概念からは例外扱
いされてしまった。また北海道や一部の県を除けば，
都府県の多くには水産課程を有する高校は１校しかな
い。当然「小学区制」としても例外扱いとなる。「男
女共学制」についても，高校水産教育の漁業科と機関
科は「学科の性格上女子には適さないということで，
例外扱いとなった」と認識されている１４）。この漁業科
や機関科は遠洋航海実習が必修化されるコースにな
る。それゆえに男子のみの教育課程として違和感なく
認知された１５）。新制高校の開始期から高校水産教育は
「高校３原則」から外れ，その教育は日常的に例外扱
いの場として扱われるようになった。これら水産課程

の単独設置，小学区制適用外，男子向け教育というこ
とは，旧制水産学校では当然の体制であった。すなわ
ち新制高校制度での水産教育は，高校教育として例外
扱いされながらも，制度としても精神性においても，
その営為は旧制水産学校に由来する日常を継続するこ
とになった。その状態が例外であることに高校水産教
育の関係者は違和感を抱くことはなかった。

３）専門教育と普通教育の均衡

新制の高校教育では「高等普通教育および専門教育
を施す」という学校教育法第４１条の理念の下に，総合
制は高校水産教育の教育課程においても検討されてい
く。新制の高校水産教育について，「これまでの水産
教育が技術教育に偏し，基礎教育が少なく，将来伸び
行く力が育成されていないとの指摘があることから，
普通教育が増やされ，中堅産業人の育成を目的とし
て，専門教育の精選，充実が図られた」とされた１６）。
そして「従来の水産学校の教育は，極端な現場優先主
義に偏したものとする指摘などもあり，今後は単なる
知識習得にとどまらず，より広く人間性を養う高等学
校教育の充実を図る意味合い」を文部省は企図し１７），
その教育課程モデルを提示する（表２）。一方，旧制
水産学校の教育課程例のひとつを高知県立室戸水産学
校漁撈科にみてみる（表３）。
室戸岬水産学校では，開設科目の３分の２以上

（６９．７％）を普通科目が占めている１８）。文部省モデル
では，普通科目５５．７～６０．２％であり，旧制水産学校の
方が高い普通科目比率を示している。実は文部省モデ
ルでは，数学と理科の物理が専門科目に組み入れられ
ており，それらを普通科目として換算すると普通科目
比率は６７．０～７０．３％となる。旧制室戸岬水産学校の戦
中の教育課程は，戦後の新制高校水産教育でモデルと

表２ 文部省による漁業科の教科単位数モデル

（昭和２２年提示）

１年 ２年 ３年 合 計

実 習 ８ ９ １２ ２９

必須普通教科 １１ ６ ６ ２３注１

必須関係教科 １７ １７ １３ ４７

選択普通教科
及び自由研究

１～３ ３～８ ３～８ ７～１９

学 年 計 ３７～３９ ３４～３９ ３４～３９ １０６～１１８

注１）必須普通教科：国語９単位，社会５単位，体育９単位。数学
８単位と物理４単位は専門教科に含まれていた。

（『産業教育百年史』p.５００を参考に作成）
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された教育課程となんら変わらない。新制高校となっ
た室戸岬水産高校のカリキュラムも示す（表４）。
新制の室戸岬水産高校の教育課程においては，普通

教科は５３．９％にすぎない１９）。つまり旧制水産学校の専
門偏重の反省を踏まえているという文部行政の姿勢に
もかかわらず，新制の高校水産教育の方が旧制水産学
校より高い専門教科率を示している。旧制水産学校で
も普通教育には重点がおかれていたのである。むしろ
高校水産教育において専門教科単位数が増し，普通教
科と専門教科の均衡が図られたといえる。
しかし旧制水産学校が専門教育に偏っていたという

文部行政側の認識はどこから由来しているのであろう
か。戦後に３７の旧制水産学校が新制高校になるのだ
が，戦前に４校，戦中に９校が農商務省管轄下の府県
水産講習所から文部省に移管され，水産学校になって
いた。この府県水産講習所とは，１８９９（明治３２）年に
農商務省から出された「府県水産講習所規定」によっ
て以下のように規定されていた２０）。

地方水産講習所
目 的： 府県水産講習所は漁労，製造，

蕃殖（養殖）等に必要なる講習を
為さしむるに在るのである。

学科及学科目： 学科の区分に関しては，規定す
るところがないけれども通例，本
科，別科，研究科等を置き，本科
にありては更に漁撈，養殖，製造
等の分科を置くのである。
其の学科目としては数学，物

理，化学，動物，植物，気象，地
文，図画等の補習科目を置くこと
を要することになっている。又遠
洋漁業科を設くる場合には，航海
に関する補助科目を置かねばなら
ぬ。

府県水産講習所は農商務省の管轄下にあり，旧制の
水産学校や水産補習学校は文部省の管轄下にあった。
１９０１（明治３４）年に水産学校規定が定められたが，「こ
れ以後のわが国の水産教育の進展は，職業教育として
農林省側から，学校教育として文部省側から絶えず援
助される形式になつたが，実はこういう二者の間に水
産教育がまたがつたところに，他の実業教育と比べて
かえつてその正常な進展を阻害したように見える」と
いうような懸念が存在していた２１）。水産講習所は技
術・技能を講習し，伝達する場であり，その教育課程
を履修したからといって，旧制中学校と同等の学歴を
得られなかった。その普通教科は必要最低限であっ
た。また中学校と同じ軍事教練を受けても卒業生には
陸軍幹部候補生資格がないなど，水産講習所教習に対
する時代背景的不満もあった。そのため，中等学校卒
業資格を得られる水産学校への改組が求められていっ
た２２）。その声に答えるかのように水産講習所の多く
は，太平洋戦争中に旧制水産学校に改編されていく
（表５）。
新制高校開始期の高校水産教育は，おおよそ２つの

系統でスタートしたことになるといえるだろう。文部

表５ 戦中に旧制水産学校に改編した府県水産講習所等

府県水産講習所 旧制水産学校 新制高校

京都府立水産講習所 宮津水産学校 宮津水産高校

茨城県立水産試験場講
習部

湊水産学校 那珂湊水産高校

福島県水産講習所 小名浜水産学校 小名浜水産高校

愛知県水産試験場附設
講習所

三谷水産学校 三谷水産高校

香川県立水産講習所 県立水産学校 多度津水産高校

神奈川県水産講習所 三崎水産学校 三崎水産高校

宮城県立水産講習所 気仙沼水産学校 気仙沼水産高校

宮崎県立水産講習所 油津水産学校 吾田高校水産科

山口県水産養成所 県立水産学校 県立水産高校

（『産業教育百年史』p.１１８を参考に作成）

表４ １９４９（昭和２４）年度室戸岬水産高校漁業科の

単位数

１年 ２年 ３年 合 計

普 通 教 科 ２６ １３ ８ ４７

水 産 教 科 ４ １４ ２３ ４１

学 年 計 ３０ ２７ ３１ ８８

各教科において選択制が導入されている。
（室戸岬水産高校前掲書 p.１２４を参考に作成）

表３ 昭和１７年度高知県立室戸岬水産学校漁撈科の

普通科目と専門科目の時間数

１年 ２年 ３年 合 計

普通科目／週 ２９時間 ２４時間 １６時間 ６９時間

専門科目 ６時間 １１時間 １３時間 ３０時間

学 年 計 ３５ ３５ ２９ ９９時間

実験実習 無定時 無定時 無定時

（室戸岬水産高校『水平線』p.１２３を参考に作成）
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省管轄水産学校系と農商務省管轄府県水産講習所系で
ある。文部省管轄水産学校系では前述した高知県立室
戸岬水産高校のように普通教科と専門教科のバランス
を考えた高校水産教育の試みがスタートしていた。け
れども水産の特殊性重視という例外扱いを拠りどころ
に，高校水産教育は府県水産講習所のような専門重視
に傾いていく。
たとえば県水産講習所に由来する福島県立小名浜水

産高校漁業科の１９５０（昭和２５）年度の教育課程は，２
年次より２つのコースに分け，普通教科重視と専門教
科重視のコースをそれぞれ設けていた（表６）。
小名浜水産高校では実験・実習室の確保や「敗戦に

よる国内の混乱などにより昭和２５年頃までは充分な授
業形態をとることができなかった」と回顧されている
ことから２３），かなりの教育困難を感じていた時期でも
あった。それでも同校前身の福島県水産講習所につい
て，同窓生の一人は次のように回想する。

僅か２ヶ年の修業年限なるが故に他県の５ヶ年制
の水産学校に比べれば，成程，国語，数学，英語等
の一般学科に於ては劣ったかもしれません。然し，
こと専門の学科，術科に於ては他の水産学校出には
一歩も引けをとるものではなく，むしろ優っていた
と自負しております。２４）

この回想から県水産講習所時代は専門重視の気風が
窺える。小名浜水産高校では（２）のコースこそがそ
の気風を制度として踏襲した水産教育であった。（１）
のコースは新制高校の総合教育に近い教育課程であっ
たといえるだろう。ところが１９５９（昭和３４）年度にな
ると同校では水産専門教科の比重の方が高くなる（表
７）。すでにコース制は廃され，同校は１９５６（昭和３１）
年度に無線通信科を，１９５９年度に機関科を設置し，高
校水産教育の制度面での充実化も進められていた２５）。
教育課程の面でも水産専門重視が着々と進められて
いった。

つまりは文部省系水産学校よりも府県水産講習所系
に由来する水産高校で，水産専門重視という状態に
なっていた。戦後それほど時を経ずして，また高度経
済成長期を迎える以前に，高校水産教育が専門を重視
する土壌は府県水産講習所系の水産高校を中心に用意
されていった。

Ｂ 高度経済成長期の高校水産教育

―遠洋漁業の表象化過程―

１）高校水産教育の多様化

―後期中等教育多様化政策との乖離―

水産専門重視という土壌を得た高校水産教育は，制
度および設備面での充実が図られていく。それは高度
経済成長期の展開に合わせてというよりも，「沿岸か
ら沖合へ，沖合から遠洋へ」という水産業界や漁業政
策の展開に呼応して，と考えた方がよい。１９６６（昭和
４１）年１０月３１日に中教審答申「後期中等教育の拡充整
備について」が出され，第二次産業への人材供給を目
的の中心とする後期中等教育の多様化政策が実施され
ていく。けれども高校水産教育では，中教審答申の多
様化政策以前に遠洋漁業に対応した学科が導入されて
いた。漁船の大型化，南氷洋，インド洋あるいは大西
洋という遠洋への日本漁船の進出に伴い，機関や通信
を担当する漁船員の不足が高校水産教育を動かし，機
関科や無線通信科が設けられ，教科水産の科目数も増
加していく（表８）。高校水産教育の多様化は，多様
化政策以前に進んでいたのである２６）。
高度経済成長期の多様化政策としては，理科および

産業教育審議会「高等学校における職業教育の多様化
について」第２回答申（１９６８年１１月）に，水産教育に
関して漁業経営科が記された２７）。学習指導要領では漁
業経営科は１９７０（昭和４５）年度に示された。この新設
について高校水産教育界は次のように述べる。

（前略）近年，日本の沿岸漁業が衰退の傾向にあ
り，特に陸上諸産業の進出の著しい所では，沿岸水

表６ 福島県立小名浜水産高校１９５０（昭和２５）年度単

位数

漁 業 科
（１）

漁 業 科
（２）

水産製造科
（１）

水産製造科
（２）

普通教科 ５５ ４３ ５３ ４２

専門教科 ３５ ４７ ３７ ４８

合 計 ９０ ９０ ９０ ９０

（小名浜水産高校『水高五十年記念誌』p.１１８を参考に作成）

表７ 福島県立小名浜水産高校１９５９（昭和３４）年度単

位数

漁 業 科 水産製造科 無線通信科 機 関 科

普通教科 ５０ ５０ ５１ ５７

専門教科 ５５ ５５ ５６ ５０

合 計 １０５ １０５ １０７ １０７

（昭和３４年度小名浜水産高校『学校要覧』より作成）
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も汚れ，漁業従事者も少なくなって，年々衰えてき
たが，地方によっては，なお沿岸漁場として有望な
所もあり，“獲る漁業から育てる漁業へ”と切り替
えることによって，近代的沿岸漁業へと脱皮させる
ことが重要な課題となってきている。そのために
は，近代的な技術・技能を身につけた優秀な沿岸漁
業後継者を育成することが必要となり，この科を誕
生させることになったのである。２８）

この漁業経営科は，新たに沿岸漁業者養成という視
点から設けられたということである。その教育目標は
「沿岸漁場における漁業生産およびその経営に関する
知識と技術を習得させ，沿岸漁業や栽培漁業に従事す
る技術者を養成する」とされた２９）。漁業経営科向けの
科目「漁業」では「地域の沿岸漁業の実態と特性を理
解させ，その漁具漁法について科学的・合理的・経済
的操作運用に関する知識技術を習得させ，更に資源保
護の思想態度を養う」とした３０）。その教育は沿岸漁業
に眼差しを向けていた。つまりこの学科は，多様化政
策からというよりも，１９６３（昭和３８）年制定の沿岸漁
業振興法を政策的根拠に具現化されたと考えるべきで
あろう。
従来の漁業科は，「漁業および漁船の運航に関する

知識と技術を習得させ，主として漁船に乗り組んで漁
業生産に従事する技術者を養成する」ことを教育目標
にする３１）。漁業科と漁業経営科を別枠とすることで，
遠洋航海実習を含む漁船漁業教育とそれを含まない沿
岸漁業とを高校水産教育の内部で明確に区別すること
が可能となった。漁業経営科向けに新科目「操船」が
設けられ，小型船舶免許取得を考慮した教育が高校水
産教育でも可能になったが，漁業科がこの科目を教育
課程に組み込むことはなかった。漁業経営科の新設に
より，漁業科は大型漁船乗り組みを見据えた教育活動
に専念できることになったのである。

２）実習船大型化と資格教育の浸透

―遠洋漁業に応じた漁業科教育―

戦後の水産業界は「沿岸から沖合へ，沖合から遠洋
へ」と展開した。しかし高校水産教育界では，戦争で
実習船は徴用され，多くは戦没し，単独の水産高校に
すら実習船がない状態になっていた。１９５１（昭和２６）
年の産業教育振興法の成立により，各都道府県単位で
実習船の導入・整備が進められていく。その実習船
は，水産業界の動向に合わせ，遠洋漁業対応の大型漁
船導入という形で進んでいった（表９）。
実習船大型化に合わせて，上級海技士資格に向けた

専攻科も整備されていく。高校水産教育において資格
取得が重要な教育目的と化した。
中等水産教育は資格取得について，旧制水産学校期

から深くかかわっている。戦後直後の高知県立室戸岬
水産学校では，その卒業生について「運輸省告示１２２
号をもって漁業科卒業生は学術試験免除にて，丙種航
海士免状を下付され，乙種１・２等航海士については
学術試験のうち筆記試験免除される」とあった３２）。旧
制水産学校に行くことは，高級船員になる道であっ
た。新制高校になってからも航海士免許取得が高収入
を約束された遠洋漁船への乗り組みにつながり，漁業
科関連課程を中心に航海関連の資格取得が高校水産教

表８ 学習指導要領改訂告示ごとに示された水産課程の学科例と教科水産の科目数

１９４７ 漁 業 水産製造 水産増殖 １３

１９５１ 漁 業 水産製造 水産増殖 水産経営 水 産 １４

１９５５ 漁 業 水産製造 水産増殖 水産経営 水 産 機 関 無線通信 ２３

１９６０ 漁 業 水産製造 水産増殖 水産経営 水 産 機 関 無線通信 ３４

１９７０ 漁 業 水産製造 水産増殖 漁業経営 機 関 無線通信 ３０

１９７８ 海洋漁業 水産製造 栽培漁業 ２２

１９８９ 海洋漁業 水産食品 栽培漁業 水産工学 情報通信 ２４

注）右列数字が教科水産の科目数。１９４７年度科目数には数学と物理が含まれている。
（各改訂告示「高等学校学習指導要領」および『産業教育百年史』pp.５００―５０２を参考に作成）

表９ １９５２（昭和２７）年から１９８４（昭和５９）年までに

建造された実習船隻数

大型船
（１５０トン～）

中型船
（５０～１５０トン）

小型船
（３０～５０トン）

１９５２～１９６２ ３０隻 １８隻 ５隻

１９６３～１９７３ ４０隻 ６隻 ０

１９７４～１９８４ ３５隻 １隻 ０

計 １０５隻 ２５隻 ５隻

（『産業教育百年史』pp.１２４８―１２４９を参考に作成）
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育の目的として見据えられていた。「漁業科の教育目
標の一環として，海技国家試験の資格取得を重視して
いる。一学年より漁船漁業に対する興味関心をもた
せ，意識を高揚させながら三学年末には，漁業科全職
員が，教科を分担して，課外授業を実施している。時
には合宿指導も実施する」とあるように学校を挙げて
資格取得に力を注いでいた３３）。高校水産教育における
遠洋漁業教育重視の姿勢は，本科に機関科や無線通信
科を設けると同時に，高級資格獲得に向けた専攻科の
増設という形で表れる。昭和４０年代末までに専攻科教
育は整備されていった。遠洋漁船の大型化に対応する
ための漁業専攻科の増加に，機関，無線通信の各専攻
科が追従している（表１０）。けれども２００海里体制等の
国際的な海洋管理が進展し，遠洋漁業衰退が起きた昭
和期末には，専攻科生徒数は半数以下にまで減少して
しまっている。
これら実習船の建造には産業教育振興法による援助

があったが，その運用・維持には予算的裏づけはな
かった。多くの場合，その費用は実習船を保有する水
産高校自体が特別会計として収入の方途を図らなけれ
ばならなかった。例えば，福島県立小名浜水産高校の
場合，１９５５年度の実習船運営費（支出）は２８，４１８，７５９
円であったが，実習船運用（漁獲活動）による収入は
水産物売払代金だけで２９，４５０，０３０円と報告されてい
る３４）。黒字は当然，県収入となった。実習船運用は県
収入の増加を期待させる。県によっては赤字を出すこ
とは重大な問題となり，昭和４０年代に実習船運用で赤
字を累積していた熊本県立水産高校では校長が懲戒を
受ける事態になったという３５）。実習船運用予算自体
を，水産高校が実習による漁獲水揚げで獲得しなけれ
ばならなくなってしまった。それゆえ収入規模の大き
い遠洋漁業に実習を振り向ける必要も生じた。しかも
実習船の運用を遠洋漁業に向けることは県の収入にも
なるという意味で，一高校の教育課程の在りように収
まることではなく，水産高校校長職に特別な，いわば

「例外的な」職責をも付与するものとなったのである。
このような事情を背景に，海技士資格取得条件である
乗船日数の充足，漁場に至る航海中の学習時間確保，
国際関係上の安全などを教育的理由とし，水産高校の
多くは乗船実習に遠洋マグロ漁業を採用していく３６）。
マグロ漁場はハワイ沖海域，南太平洋やインド洋にあ
り，実習船の大型化が必要不可欠となった。

３）高度成長期の水産行政

―沿岸漁業就労人口抑制政策―

高校水産教育は漁業科での遠洋漁業重視を進める一
方で，漁業経営科を設け，「沿岸漁業後継者育成」を
唱え始める。しかし漁業経営科を設けたのは沖縄水産
等８校に過ぎない３７）。
高度経済成長期，沿岸漁業地域の荒廃が深刻化す

る。水俣病の被害にあった熊本県不知火海域など沿岸
漁業が壊滅した地域も現われる。水産行政は汚染海域
の回復を図るのではなく，そうした地域の沿岸漁業者
を遠洋漁業に転職させようとした３８）。その背景には，
敗戦による復員者の収容に起因する沿岸漁業就労人口
の過剰という事態があった。また高度経済成長下の第
２次産業の人手不足を解消することも火急の課題と
なっていた。そこで当時の水産行政は，高度成長期の
人材不足に応じ，漁村地域を人材供給源とする政策を
打ち出す。このことによって沿岸漁業就労人口の抑制
ができ，しかも所得倍増政策に呼応させて沿岸漁業者
の所得増も実現できることになる３９）。同時に漁村地域
の就業構造転換を図るために，その地域出身子弟の就
学先として水産以外の高校職業教育の整備が図られ
る。水産庁による『漁業年次報告』の「職業教育およ
び進路指導の拡充強化」の項目に次のように記されて
いた。

高等学校の産業教育については，３８年度第１学年
から新教育課程を実施し，産業教育の充実を図っ
た。また，漁村出身者の他産業への就業機会を増大
させるため，漁村地方における工業高等学校の新増
設および農業高等学校の充実を推進したほか，産業
教育を行なう学校に施設，設備の整備を図った。４０）

『昭和３９年度 漁業年次報告』

漁村出身者の就業機会の増大のため，漁村地帯の
中学校，高等学校について，工業および商業に関す
る学科，学級の増設を図り，進路に即する職業能力
の増大を図った。

表１０ 水産高等学校専攻科各学科数（生徒数）の状況

年度 漁業科 機関科 無線通信科
学科数計

（生徒数計）

１９５２ ３（３４） ０（ ０） ０（ ０） ３（ ３４）

１９５６ １９（２２５） ２（ ２） １（２２） ２２（ ２４９）

１９６４ ２９（４３９） １５（２３４） ５（７４） ４９（ ７４７）

１９７４ ３２（４８８） ２５（４３９） １１（１９０） ６８（１，１１７）

１９８４ ３０（１９８） ２７（２１３） １０（１６９） ６７（ ５８０）

（『産業教育百年史』p.４９８を参考に作成）

昭和期高校水産教育の実相 ７



学校における進路指導については，生徒の能力，
適正，希望に応じた進路の選択を行なうとともに，
水産業の後継者として必要な人材が残るよう，進路
指導を強化する措置を講じた。４１）

『昭和４０年度 漁業年次報告』

漁業については「水産業の後継者として必要な人材
が残るよう」にというあくまで消極的な施策となり，
漁業地域から他産業への人材流出が政策的に企てられ
ていたのであった。

４）高校水産課程卒業生の漁業就業状況

文部省による統計で昭和期に漁業に就業した高卒生
の概要を追ってみると，昭和４０年代以降全体で０．３％
ではあるが，その中に占める水産課程卒業生の割合は
低くない（表１１）。高校水産教育が昭和期には漁業へ
の人材供給に安定的な役割を果たしてきたことは確認

できる。卒業生を送り出す高校水産教育側からみてみ
ると（表１２），漁業就職者は高度成長期末期以降，水産
課程卒業就職者の２割以下になってしまっている４２）。
水産課程卒業者の漁業就職割合は小さく見えるが，

やや注意が必要である。高校水産教育は漁業科教育を
担っていただけでなく，漁獲物の食品加工を担う製造
科教育にも力を入れていた。学科ごとの生徒数を概観
してみると，漁業科の生徒数は多いときでも全体の４
割にも達していない（表１３）。昭和期末には２割前半
にまで減少する。常に漁業科よりも製造科の生徒数の
方が多い。このことから，漁業科は高校水産教育を表
象してはいたが，その全てではなかったことがわか
る。にもかかわらず高校水産教育が漁業者養成という
イメージがもたれるのは，高卒漁業就職者全体の中で
水産課程卒業者の占める率が高かったということが，
大型化する実習船の存在とともに表象として作用した
からであろう。

表１１ 高卒漁業就職者に占める水産課程卒生の割合

年度 高卒全体 うち水産卒

１９５０ ８３５（０．７％） ２２３（２６．７％）

１９５５ ２，１９６（０．６） ８８４（４０．３）

１９６０ ２，３９７（０．４） １，０９１（４５．５）

１９６５ １，０１７（０．３） ９６５（９４．９）

１９７０ ２，１３４（０．３） １，０３２（４８．３）

１９７５ １，５０６（０．３） ６９３（７８．４）

１９８０ １，８９５（０．３） ８８４（４６．６）

１９８４ １，６１５（０．３） ６８８（４２．６）

高卒全体の（ ）内は漁業就職者の割合。
（『産業教育百年史』pp.１２１３―１２１６を参考に作成）

表１２ 水産課程卒業生の漁業就職比率

年度 就職者数 漁業就職

１９５０ ６７９ ２２３（３２．８％）

１９５５ ２，４３６ ８８４（３６．３）

１９６０ ３，８６１ １，０９１（２８．３）

１９６５ ４，３２６ ９６５（２２．３）

１９７０ ５，１５１ １，０３２（２０．０）

１９７５ ４，７２７ ６９３（１４．７）

１９８０ ４，４７３ ８８４（１９．８）

１９８４ ３，９７１ ６８８（１７．３）

（『産業教育百年史』p.１２１６を参考に作成）

表１３ 水産課程（本科）学科別生徒数の変動

年 度 漁業 製造 増殖 機関 無線 他 合計 漁業／全体

１９５１（昭和２６） ３，０７２ ３，５７０ ５１２ ２３ ８５５ ８，０３２ ３８．２％

１９５５（昭和３０） ４，３６８ ５，００３ ８１５ ３４５ ３０３ ９２１ １１，７５５ ３７．２％

１９６０（昭和３５） ４，７９８ ５，４１９ ８９４ １，２２９ １，０２７ １，８９８ １５，２６５ ３１．４％

１９６５（昭和４０） ４，８９８ ６，８７３ １，２３７ ４，０１１ １，９１１ １，７１９ ２０，０８２ ２４．４％

１９７０（昭和４５） ４，６６３ ５，９７２ １，２７２ ３，３０６ ２，６６３ １，０２９ １８，９０５ ２４．７％

１９７５（昭和５０） ５，３２７ ５，９９７ ９２６ ３，９６４ ２，５１６ ２７０ １９，０００ ２８．０％

１９８０（昭和５５） ４，７８０ ５，５２７ １，０２５ ３，９９１ ２，４５４ １１６ １７，８９３ ２６．７％

１９８４（昭和５９） ３，７０４ ５，０２４ １，６９７ ３，４０５ ２，４０７ ０ １６，２３７ ２２．８％

１９８５（昭和６０） ３，９２４ ５，２４９ １，５９９ ３，４０１ ２，４８５ ０ １６，６５８ ２３．６％

１９８８（昭和６３） ３，７０１ ５，１２２ １，５２８ ２，８２２ ２，４２２ ２４４ １５，８３９ ２３．４％

（各年度の『学校基本調査報告』を参考に作成）

８ 東京大学大学院教育学研究科紀要 第５０巻 ２０１０



３ おわりに

―遠洋漁業に限定される「漁業後継者」という概念―

昭和期から２０年以上を経た今日でも，学校要覧表紙
や HPの入口に実習船の写真を載せたりしている水
産・海洋系高校は多い。実習船の出航式は，地方紙の
紙面に必ずといっていいほど取り上げられ報道され
る。全校生徒による歓送は，水産高校独特の行事でも
あり，水産高校生徒のアイデンティティを称揚するも
のでもあった。生徒数で多数を占めているわけでもな
いのにもかかわらず，漁業科で高校水産教育全体を表
象できてきたのには実習船の存在が大きい。その存在
を維持するために，高校水産教育は遠洋漁業を包摂し
てきた。それは戦後直後から始まる。

「卒業生，４２名中就職希望２０名，うち１３名，極洋
決定，大洋漁業より２０名求人申込」とあり，捕鯨会
社はじめ漁業会社へ多く就職し，漁業の第一線で活
躍するとともに，戦争で壊滅した地元の遠洋漁船に
乗り込んで，マグロ漁業復興の大きな力となっ
た。４３）

このように水産業界にとって中等水産教育機関は重
要な人材供給源となっていた。それは高度経済成長に
同調する遠洋漁業の進展により顕著になる。高度成長
期の迫る１９５６年ごろの状況について次にように語られ
ている。

水産界（漁船漁業）も活気に満ちあふれ，太平洋
を主漁場にしていた日本船は，世界の海に日の丸を
はためかすのである。貿易量も飛躍的に増え，日本
商船隊も復活，船員はいくらいても足りない時代に
突入。（中略）時代は国際的に通用する船乗りを大
量に求めていた。東京水産大学，下関水産大学校，
東京・神戸の両商船大学だけではとても養成し切れ
なくなっていた。（中略）この頃から漁業科の教育
方針は，漁業生産の現場に働く技術者の養成と明文
化された。４４）

多くの水産高校が教育目標にも掲げていた「後継者
育成」という概念の実相は，遠洋漁業乗組員養成で
あったということがここに端的に述べられていよう。
高校水産教育は海技士資格取得教育に特化し，遠洋漁
業に添う教育を進めていった。

３０年代の高度成長期に入ると，水産系大学の卒業
生の漁船離れが進み，その穴を埋めるために水産高
校の漁業科（本科）及びその専攻科卒業生が幹部船
員に登用されたことがひとつの契機となり，国家試
験を学校生徒共に重視するようになったので，運輸
省では水産高校の要望を取り入れて卒業直後に臨時
試験（航海・機関のみ）を実施するようになった。４５）

船舶職員就職に繋がる海技士資格取得という眼に見
える形での教育指導が，水産高校教員に使命感と充実
感を与える。専門資格に特化する教育姿勢には，新制
高校草創期に高校水産教育が「例外扱い」を得たこと
で，すでにその営為に正当性が付与されていた。その
視野から外れる教育は二義的な意味あいを抱かされら
れることになってしまう。高校水産教育の漁業科で為
されるべき教育活動は，海技士資格取得に視野を限定
されてしまい，地域漁業との交流や沿岸漁業従事のた
めの就業支援を高校水産教育の軸に据えることには至
らなかったのであった。資格教育としても，沿岸漁業
者に必須な小型船舶免許取得が昭和期の漁業科での教
育課程では配慮されることはなかった４６）。
歴史的事実として，１９６３（昭和３８）年に「沿岸漁業

等振興法」が制定され，高度成長期の後期中等教育多
様化政策に応じたとして，高校水産教育には「漁業経
営科」が設けられたことで，「沿岸漁業後継者」育成
が高校水産教育で制度的に図られたかのようにみえ
る。この学科が設けられるまでは，「沿岸漁業」とい
う視座からの水産教育はそれまでなかったからであ
る。しかしこの漁業経営科を１９６９（昭和４４）年に漁業
科から改編して設けた熊本県立水産高校は，１９７３（昭
和４８）年には漁業経営科の生徒募集を停止し，再び漁
業科に改編してしまう。同校がいち早く漁業経営科に
漁業科を改編したのは，東シナ海からの実習撤退を東
シナ海の漁業者が求めていたこともあった。水産高校
の漁業実習は実習海域と漁業者の操業海域が重なった
場合，漁業者にとって水産高校の実習は重大な脅威と
なったからである。けれども実習による水揚げがなけ
れば，水産高校経営は成立たない。熊本水産高校は水
産庁の北洋漁業調査依頼を漁業実習として，漁業経営
科を再び漁業科に戻したのであった。熊本水産高校の
漁業経営科用として計画された３０トン実習船は，２９５
トンの大型遠洋漁業実習船として実現された。同校の
漁業実習はその後，近海漁業者と競合しない北洋や太
平洋に実習の場を求めて行く４７）。昭和期末には漁業経
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営科を有するのは長崎水産高校だけになる４８）。水産行
政による沿岸漁業者抑制，それと一体化した漁業地域
からの労働力提供施策という国策とともに，水産高校
経営維持と自治体予算増に必要な実習水揚げ収入の確
保，近海漁業者との競合回避等という事態が遠洋漁業
に高校水産教育を指向させたのであった。
敗戦後，食糧増産という課題を担わされた中等水産

教育は，国策に応えるという戦前の精神性を継続する
教育として再開された。その後の高校水産教育は，高
校教育として「例外扱い」を得て，水産専門を重視す
る教育を構築してきた。そして実習船を運用する漁業
科中心の教育が高校水産教育を表象していく。国の水
産政策は「沿岸から沖合へ，沖合から遠洋へ」と漁業
を展開させ，「沿岸漁業就労人口抑制」を図る。この
時，高校水産教育は漁業経営科設置を設置し，漁業科
が遠洋漁業の教育に専心できるようにした。その時点
で高校水産教育は，それを表象する漁業科の教育課
程・内容から沿岸漁業に関する知を排除したのであ
る。当事者が国策を自覚していたかどうかに関わら
ず，その過程も国策に応える営為であった。そして昭
和期末には高校水産教育における「漁業後継者」とい
う概念は，遠洋漁業新規就業者を意味するようになっ
た。２００海里漁業水域等の国際海洋管理体制が進む昭
和末期からは，遠洋漁業は国策として重視されなく
なった。それでも高校水産教育はその表象たる実習船
を維持しなければならない。そのためにこそ「海洋」
という言葉に頼る水産高校の改編が平成以降に始まっ
たのではなかろうか。このことについては他の機会で
の課題としたい。

（指導教員 金森 修教授）
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を学科とするのが一般的である。本稿でもこの区分を用いた。

２７）宮原誠一ほか『資料 日本現代教育史３』三省堂，１９７４，p.１５７

２８）全国水産高等学校校長会編『水産高等学校への道』成山堂，

１９７３，p.８１

２９）文部省『高等学校学習指導要領解説 水産編』実教出版，

１９７２，p.１０２

３０）註２８と同じ。

３１）註２９と同じ。

３２）高知県立室戸岬水産高校『水平線―水産教育五十七年の航

跡』，１９９９，p.３６

３３）千葉県立銚子水産高校『銚水四十年の歩み』，１９８５，p.９４

３４）福島県立小名浜水産高等学校『昭和３０年度 学校一覧』に拠る。

３５）熊本県立水産高等学校『水産教育四十五周年記念誌』，１９８６年，

p.５８

３６）中谷三男 １９９４ 実習船の変遷と課題，水産振興，第３１４号，pp.

２４―２５

３７）他に漁業経営科は北海道小樽水産，恵山，南茅部，岩手県立宮

古水産，福岡水産，長崎水産および熊本県立水産に設けられた。

３８）中野浩 ２００９ 高校水産教育に記された水俣病，東京大学大学

院教育学研究科紀要，第４８巻，pp.３９７―４０６

３９）岩崎寿男『日本漁業の展開過程』舵社，１９９７，pp.１０２―１０７

４０）『昭和３９年度 図説漁業年次報告』農林漁業統計協会，１９６５，

p.１１８

４１）『昭和４０年度 図説漁業年次報告』農林漁業統計協会，１９６６，

p.１２１

１０ 東京大学大学院教育学研究科紀要 第５０巻 ２０１０



４２）ここにいう漁業には，養殖業など漁業以外の水産業も含まれて

いるので，いわゆる漁船漁業就業者は実際にはもっと少ないだろ

う。

４３）高知県立室戸岬水産高校前掲書，p.３６

４４）宮城県水産高校『創立百周年記念誌』１９９７，p.１４５

４５）同上 p.１３３

４６）２０t 未満の小型船操船には１９７４（昭和４９）年より小型船舶免許

が必要となった。１９９５（平成７）年になって，一級小型船舶操縦

士養成施設として静岡県立焼津水産高校と神奈川県立三崎水産高

校が認可された。中谷三男『海洋教育史』，p.１８８および p.２９０参

照。

４７）熊本県立水産高校前掲書，pp.１２２―１２５

４８）長崎県立長崎水産高等学校『創立九十周年記念誌』１９９８に拠る。

同校漁業経営科は１９９８（平成１０）年に閉科した。
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